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(57)【要約】
【課題】
　ケイ酸塩系表面含浸工法によるコンクリート補強効果
をより改質する方法およびそれに用いられる反応促進材
を提供する。また、産業廃棄物として処理されている建
設汚泥や回収水量を低減する方法を提供する。
【解決手段】
　ケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進
する反応促進材であって、カルシウム成分と亜硝酸塩と
を含有することを特徴とする反応促進材。また、ケイ酸
塩系表面含浸材を用いるコンクリート補強方法であって
、コンクリート表面に、カルシウム成分と亜硝酸塩とを
含有する反応促進材を塗工する工程（Ａ）と、ケイ酸塩
系表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）とを有することを特
徴とするコンクリート補強方法。特に、前記反応促進材
に含有されるカルシウム成分として、建設汚泥および／
または回収水から抽出したカルシウム成分を用いること
で、産業廃棄物の再利用にも資する。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であって、当該反
応促進材がカルシウム成分と亜硝酸塩とを含有することを特徴とする反応促進材。
【請求項２】
　前記反応促進材に含有されるカルシウム成分が、建設汚泥および／または回収水から抽
出したカルシウム成分である請求項１記載の反応促進材。
【請求項３】
　前記反応促進材に含有される亜硝酸塩が、亜硝酸カルシウムと亜硝酸リチウムから選択
される少なくとも１以上の亜硝酸塩である請求項１または２に記載の反応促進材。
【請求項４】
　前記ケイ酸塩系表面含浸材が、ケイ酸リチウム、ケイ酸ナトリウムまたはケイ酸カリウ
ムから選択される少なくとも１以上のケイ酸アルカリ金属塩を含有するケイ酸塩系表面含
浸材である請求項１～３のいずれか１項に記載の反応促進材。
【請求項５】
　前記反応促進材が溶液であって、当該溶液のｐＨが、１２以上１４以下である請求項１
～４のいずれか１項に記載の反応促進材。
【請求項６】
　ケイ酸塩系表面含浸材を用いるコンクリート補強方法であって、コンクリート表面に、
カルシウム成分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材を塗工する工程（Ａ）と、ケイ酸塩系
表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）とを有することを特徴とするコンクリート補強方法。
【請求項７】
　前記工程（Ａ）の後に、前記工程（Ｂ）を行う請求項６に記載のコンクリート補強方法
。
【請求項８】
　前記工程（Ａ）を行った後１時間以上経過してから、前記工程（Ｂ）を行う請求項７に
記載のコンクリート補強方法。
【請求項９】
　前記反応促進材に含有されるカルシウム成分が、建設汚泥および／または回収水から抽
出したカルシウム成分である請求項６～８のいずれか１項に記載のコンクリート補強方法
。
【請求項１０】
　建設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を、ケイ酸塩系表面含浸材
とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であって、カルシウム成分と亜硝酸塩とを
含有することを特徴とする反応促進材に利用することで、建設汚泥および／または回収水
を再利用する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ケイ酸塩系表面含浸工法に用いる反応促進材および当該反応促進材を用いた
コンクリート補強方法に関する。より詳しくは、産業廃棄物として処理されてきた建設汚
泥や回収水を再利用することで、環境負荷が小さく、産業廃棄物の再利用効率を向上させ
、埋立処分量を低減することができるケイ酸塩系表面含浸工法に用いる反応促進材に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　土木建築構造物用に広く用いられるコンクリートは、経年変化に伴い、中性化や塩害に
よって、構造性能が低下することが知られている。このようなコンクリートに対し、コン
クリートへの劣化因子の侵入を抑制、防止するために、防水材や保護材を用いるようなさ
まざまなコンクリートの耐久性改善方法が提案されている。それらの一つとして、ケイ酸
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塩系表面含浸工法と呼ばれるコンクリート改質剤を用いた工法が実施されている。この工
法は、ケイ酸リチウム、ケイ酸ナトリウムおよびケイ酸カリウムを単独あるいはこれらを
混合したものを主成分とした材料にその他の副成分を適宜複合したケイ酸塩系表面含浸材
を、耐久性を改善したいコンクリート表面に塗工するものである（特許文献１、非特許文
献１）。
【０００３】
　ケイ酸塩系表面含浸工法は、中性化が進行したコンクリートや雨水等によってカルシウ
ム成分が溶出している既設コンクリートの表面に行われる場合が多い。また、塗工対象と
なるコンクリートの種類によってはコンクリート中のカルシウム成分の含有量が元来低い
ものがある。ケイ酸塩系表面含浸工法には、いわゆるＣ―Ｓ―Ｈ結合のＣにあたるカルシ
ウムが必須の成分となるため、ケイ酸塩系表面含浸工法には、カルシウム塩の水溶液等の
カルシウム成分を追加で塗工することがある（特許文献２）。
【０００４】
　一方、レディーミクストコンクリート工場や、生コンクリートの運搬を行うミキサー車
等では、それらの施設や設備を洗浄したときに、回収水が発生する。これらの回収水は、
現在、脱水ケーキやスラッジとして埋立処分されており、埋立処分場の確保が困難になっ
てきていることや埋立地域等の環境問題の原因となっている。回収水を再利用する方法と
して、レディーミクストコンクリートの練り混ぜに用いる水に再利用することも提案され
ているが、この再利用法ではコンクリートの性能低下の恐れがあり、特に長期使用される
コンクリートや、高強度が求められるコンクリートには使用することができない。また、
練り混ぜ水として使用する場合も、その使用濃度には制限があり、十分に再利用されてい
なかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平７－２６７７４号公報
【特許文献２】特開２０１２－２４１４７５号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】公益社団法人土木学会発行「コンクリートライブラリー１３７　ケイ酸
塩系表面含浸工法の設計施工指針（案）」
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、ケイ酸塩系表面含浸工法による補強効果をより改質する反応促進材を提供す
ることを目的とする。また、併せて産業廃棄物として処理されている建設汚泥や回収水を
活用することを可能とする。より具体的には、建設汚泥および／または回収水から抽出し
たカルシウム成分を有効活用した反応促進材を用いて、ケイ酸塩系表面含浸工法によって
中性化等の劣化が進行したコンクリートを補強する方法に関するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、下記の発明が上記目的に合
致することを見出し、本発明に至った。
【０００９】
　すなわち、本発明は、以下の発明に係るものである。
　＜１＞　ケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であって
、当該反応促進材がカルシウム成分と亜硝酸塩とを含有することを特徴とする反応促進材
。
　＜２＞　前記反応促進材に含有されるカルシウム成分が、建設汚泥および／または回収
水から抽出したカルシウム成分である前記＜１＞記載の反応促進材。
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　＜３＞　前記反応促進材に含有される亜硝酸塩が、亜硝酸カルシウムと亜硝酸リチウム
から選択される少なくとも１以上の亜硝酸塩である前記＜１＞または＜２＞に記載の反応
促進材。
　＜４＞　前記ケイ酸塩系表面含浸材が、ケイ酸リチウム、ケイ酸ナトリウムまたはケイ
酸カリウムから選択される少なくとも１以上のケイ酸アルカリ金属塩を含有するケイ酸塩
系表面含浸材である前記＜１＞～＜３＞のいずれかに記載の反応促進材。
　＜５＞　前記反応促進材が溶液であって、当該溶液のｐＨが、１２以上１４以下である
前記＜１＞～＜４＞のいずれかに記載の反応促進材。
　＜６＞　ケイ酸塩系表面含浸材を用いるコンクリート補強方法であって、コンクリート
表面に、カルシウム成分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材を塗工する工程（Ａ）と、ケ
イ酸塩系表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）とを有することを特徴とするコンクリート補強
方法。
　＜７＞　前記工程（Ａ）の後に、前記工程（Ｂ）を行う前記＜６＞に記載のコンクリー
ト補強方法。
　＜８＞　前記工程（Ａ）を行った後１時間以上経過してから、前記工程（Ｂ）を行う前
記＜７＞に記載のコンクリート補強方法。
　＜９＞　前記反応促進材に含有されるカルシウム成分が、建設汚泥および／または回収
水から抽出したカルシウム成分である前記＜６＞～＜８＞のいずれかに記載のコンクリー
ト補強方法。
　＜１０＞　建設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を、ケイ酸塩系
表面含浸材とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であって、カルシウム成分と亜
硝酸塩とを含有することを特徴とする反応促進材に利用することで、建設汚泥および／ま
たは回収水を再利用する方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、ケイ酸塩系表面含浸工法によるコンクリート補強効果を高めることが
できる。また、同時に、産業廃棄物として埋立処分等されてきた建設汚泥や回収水の廃棄
量を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明により建設汚泥や回収水を再利用するサイクルの概念図である。
【図２】本発明の反応促進材の有無による中性化抑制深さを比較したコンクリート供試体
の写真である。
【図３】本発明の反応促進材の有無による中性化抑制深さを比較したコンクリート供試体
の写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されない。
【００１３】
　本発明は、ケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であっ
て、カルシウム成分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材にかかるものある。この反応促進
材は、後述するケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応によりコンクリートを補強
するケイ酸塩系表面含浸工法において、Ｃ－Ｓ－Ｈ結合を形成する反応を促進することで
、コンクリート補強効果を向上させるものである。以下、各成分について説明する。
【００１４】
　［ケイ酸系表面含浸材］
　本発明のケイ酸塩系表面含浸材とは、ケイ酸アルカリ金属塩を主成分とする液状材料で
ある。ここで、ケイ酸アルカリ金属塩としては、具体的には、ケイ酸リチウム、ケイ酸ナ
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トリウムまたはケイ酸カリウムから選択される少なくとも１以上のケイ酸アルカリ金属塩
を含有するケイ酸塩系表面含浸材が一般的に使用される。ケイ酸塩系表面含浸材は、これ
らのケイ酸アルカリ金属塩と、適宜添加される添加剤や副成分を溶媒に溶解させた材料で
ある。
【００１５】
　ケイ酸塩系表面含浸材に、適宜添加される添加剤としては、含浸性を向上させるエタノ
ール等の低級アルコールやドデシルトリメチルアンモニウムクロライド等の界面活性剤、
ホウ素等の反応遅延剤、炭酸カリウム等の凍結抵抗剤、その他耐水性、耐酸性、耐摩耗性
等の向上を目的に添加される機能付加剤等が例示される。
【００１６】
　また、ケイ酸塩系表面含浸材の副成分としては、撥水性を付与するためのアルキルアル
コキシシラン、ポリオルガノシロキサンや、充填率を向上させるためのコロイダルシリカ
、塗膜養生強化のための酢酸ビニル類やアクリル共重合体等のポリマーエマルジョンが例
示される。
【００１７】
　ケイ酸系表面含浸材は、塗工対象となるコンクリートによって、その組成が調整される
が、一般的には、ケイ酸塩系表面含浸材中の溶媒を除いた乾燥固形分が１０重量％以上で
あることが好ましく、より好ましくは１５重量％以上である。また、その上限はケイ酸塩
系表面含浸材として塗工性等を考慮して適宜調整されるが、５０重量％以下であり、好ま
しくは３５重量％以下である。また、固形分中の主たる成分として、ケイ酸アルカリ金属
塩が固形分中、５０重量％以上であることが好ましい。ケイ酸アルカリ金属塩としては、
ナトリウム塩またはカリウム塩が好ましく、ケイ酸系表面含浸材中のナトリウム塩とカリ
ウム塩との合計が乾燥固形分中７重量％以上であることが好ましい。
【００１８】
　ケイ酸系表面含浸材の溶媒としては、一般的には、前記ケイ酸アルカリ金属塩、添加剤
、副成分等は水に溶解または分散するものから選択され、また、塗工対象となるコンクリ
ートは、自然環境中に暴露される土木建築物であることが多いため、自然環境を汚染する
リスクが少ない水を用いることが多い。
【００１９】
　ケイ酸塩系表面含浸材は、その反応特性から、「固化型ケイ酸塩系表面含浸材（以下、
「固化型含浸材」と略記することがある）」と「反応型アルカリケイ酸塩系表面含浸材（
以下、「反応型含浸材」と略記することがある）」とに分類されることがある。固化型含
浸材とは、材料自体の乾燥により、固化が進行し、その固化物によってコンクリート中の
空隙を充填するもので、材料が乾燥した後の固化物は難溶性である。固化型含浸材には、
一般的に、主成分としてケイ酸リチウムが高濃度で混合されている。一方、反応型含浸材
とは、未反応のまま残存している主成分が乾燥により析出しても、水分が供給されると再
度溶解し、水酸化カルシウムとの反応性を有するものである。このような反応型含浸材に
は、一般的に、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウムが高濃度で混合されている。本発明の
反応促進材は、固化型含浸材または反応型含浸材のいずれのケイ酸塩系表面含浸材が塗工
されたコンクリートであっても、その反応を促進することができる。
【００２０】
　なお、ケイ酸塩系表面含浸材を用いてコンクリートを補強する工法は、一般にケイ酸塩
系表塩含浸工法とよばれている。ケイ酸塩系表面含浸工法は、主に、中性化や塩害が進行
したコンクリートの耐久性を向上させることを目的として実施される工法である。この工
法は、コンクリートとケイ酸塩系表面含浸材が反応し、Ｃ－Ｓ－Ｈ結合を形成することを
利用した工法であり、具体的には、ケイ酸系表面含浸剤をコンクリート表面から含浸させ
、コンクリート表面の空隙を固化物あるいはコンクリート中のカルシウム成分（酸化カル
シウム）と反応させ、いわゆるＣ-Ｓ-Ｈ（ＣａＯ・ＳｉＯ2・Ｈ2Ｏ）結合したゲルにより
充填することで、コンクリートの耐久性を向上させるものである。このコンクリート中の
カルシウム成分は、コンクリートの種類、建設後の経過時間等によってはコンクリート自
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体に由来するものでは十分ではないことがあるため、本発明では後述のように反応促進材
にカルシウム成分を添加して用いる。
【００２１】
［コンクリート］
　本発明のコンクリート補強方法を行うコンクリートは、どのようなコンクリートでもよ
く、中性化が進行したコンクリート表面に限定されるものではなく、建築直後等のコンク
リートであっても、そのコンクリート表面にＣ―Ｓ－Ｈ結合の層を設けることで補強しよ
うとするものに適用することができる。本発明が適用されるコンクリートを、例示すると
、普通コンクリート、舗装コンクリート、ＡＥコンクリート、流動化コンクリート（流動
化剤を用いて施工性をよくしたコンクリート）、気泡コンクリート（発泡剤を用いて多量
の気泡を混入し、軽量としたコンクリート）、フライアッシュコンクリート（火力発電所
における微粉石炭の燃焼によって生ずる良質な微粉灰を混入したコンクリート）、および
高炉セメントコンクリート等が挙げられる。
【００２２】
［反応促進材］
　本発明の反応促進材は、前述のケイ酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進す
る反応促進材である。この反応促進材には、カルシウム成分と亜硝酸塩とが含有される。
さらに、適宜、分散剤やｐＨ調整剤、粘度調整剤等を含有していてもよい。反応促進剤は
、一般的には、ケイ酸塩系表面含浸材同様に、広面積を持つコンクリート構造物に塗工し
やすいように液状で提供されることが多い。この液状の反応促進材には、カルシウム成分
と亜硝酸塩とが完全に溶解している状態でもよいし、分散している状態で混合されていて
もよいし、これらの成分を高濃度に含有させたスラリー状のものでもよい。さらに、粉体
状で使用してもよい。好ましくは、塗工を行いやすいように、カルシウム成分と亜硝酸塩
とを、溶解または分散させた溶液として用いることが一般的である。溶液とする場合、溶
媒としては一般的には水を主たる成分とする。
【００２３】
　［カルシウム成分］
　本発明の反応促進材には、カルシウム成分が含有される。このカルシウム成分は、亜硝
酸塩と同様に、一般的にはカルシウム成分を水溶液に溶解や分散させた状態である反応促
進材の溶液（反応促進材溶液）として調整される。本発明のケイ酸塩系表面含浸工法にお
いては、コンクリート表面にいわゆるＣ－Ｓ－Ｈ結合が形成される。そのためには、コン
クリート表面にカルシウムイオンが存在している必要がある。このカルシウムイオンは、
コンクリート由来のものでもよいが、高炉セメント等、元来カルシウム濃度が低いセメン
トによるコンクリートもあるため、ケイ酸塩系表面含浸材のみを塗工してもこのカルシウ
ムイオンが不足し、十分にＣ－Ｓ－Ｈ結合が構成されないことがあった。このようなカル
シウム成分を反応の場となるコンクリート中に提供するために、本発明の反応促進材には
、カルシウム成分が含有され、これによってＣ－Ｓ－Ｈ結合が形成されやすくなる。カル
シウム成分としては、例えば、亜硝酸塩として亜硝酸カルシウムを用いたり、Ｃａ（ＯＨ
）2等の試薬を用いたり、セメント溶出物由来のカルシウム成分を用いることもできる。
一般的に、コンクリート構造物に用いられる原料でカルシウム成分を含むものは、それを
水に分散させても溶解性が低く、溶解しているカルシウムイオン濃度は高くならないこと
がある。このため、本発明の反応促進材溶液に用いられるカルシウム溶液は、その溶解さ
せるものの飽和カルシウム溶液として用いてもよいし、完全に溶解していない分散状態の
カルシウム溶液（分散液）として用いても良い。また、分散状態の液をしばらく静置し、
その上澄みをカルシウム成分を含有する溶液として用いてもよい。
【００２４】
　［亜硝酸塩］
　本発明の反応促進材には、亜硝酸塩が含有される。本発明の反応促進材に用いられる、
亜硝酸塩とは、亜硝酸と、アルカリ金属やアルカリ土類金属等の軽金属との塩であり、具
体的には、亜硝酸リチウム、亜硝酸カリウム、亜硝酸カルシウムが例示される。一般的に
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は、これらの亜硝酸塩と前述のカルシウム成分とを水溶液に溶解や分散させた状態である
反応促進材の溶液（反応促進材溶液）として調整され使用される。反応促進材溶液中の亜
硝酸塩の濃度は、コンクリート表面や内部で、ケイ酸塩系表面含浸材と反応し所望の層（
ｐＨ等と併せて調整することで、固層やゲル層として得られる。）を得ることができるよ
うに調節され、さらに、コンクリートに塗工されたケイ酸塩系表面含浸材の種類や、コン
クリート中のカルシウム濃度、亜硝酸塩の組み合わせ等により、適宜調整される。ただし
、濃度が低すぎる場合、十分に反応を促進しないことがあるため、反応促進材溶液中の濃
度として、好ましくは亜硝酸塩の濃度が０．５ｍｍｏｌ／Ｌ（０．５×１０-3ｍｏｌ／Ｌ
）以上、より好ましくは１．０ｍｍｏｌ／Ｌ以上である。亜硝酸塩の濃度の上限は特に定
めはなく、飽和状態の溶液であってもよいが、０．２ｍｏｌ／Ｌ以下でよく、０．１ｍｏ
ｌ／Ｌ以下でも十分に反応促進材として機能する。また、亜硝酸塩の種類や濃度によって
反応に要する時間や、ゲルの構造、得られるＣ―Ｓ―Ｈ結合による層の緻密さ等の構成が
変わる。
【００２５】
　本発明の反応促進材は、その態様が溶液の場合、そのｐＨによって、ケイ酸塩系表面含
浸材と反応した時の不揮発性物質の生成量が異なる傾向があり、この不揮発性物質量が多
いほど、コンクリート中でのＣ－Ｓ－Ｈゲル形成量が増加する傾向がある。このＣ－Ｓ－
Ｈゲル形成量が多いほど、中性化抑制能等が向上しやすく、コンクリート補強効果は高い
ものとなる。反応促進材溶液のｐＨが９以上であれば、反応促進効果を期待することがで
きるが、好ましくはｐＨが１０～１４であり、より好ましくはｐＨが１２～１４である。
特に、ｐＨ１２以上のとき、ケイ酸塩系表面含浸材と反応促進材溶液とが反応した後、ゲ
ル化しやすく、不揮発性物質の生成量が多く、かつ緻密な構造のゲルを形成しやすくなる
。
【００２６】
［建設汚泥および／または回収水］
　本発明において、前記反応促進材に含有されるカルシウム成分は、建設汚泥および／ま
たは回収水から抽出したカルシウム成分であることが好ましい。ここで、回収水とは、Ｊ
ＩＳ　Ａ５３０８（２００９）において定義されているように、レディーミクストコンク
リート工場で、洗浄によって発生する排水のうち、運搬車、プラントのミキサ、ホッパな
どに付着したレディーミクストコンクリートおよび戻りコンクリートの洗浄水を処理して
得られるスラッジ水および上澄み水の総称である。回収水の、セメントから溶出する水酸
化カルシウム等を含むアルカリ性が高いものを上澄み水と呼び、スラッジ水はスラッジ固
形分を含むものである。また、建設汚泥とは、回収水の主にスラッジ水を濃縮し、流動性
が低下したものであり、スラッジおよびスラッジケーキ等の態様を含むものである。これ
らのレディーミクストコンクリート工場から排出される回収水等の産業廃棄物は、この建
設汚泥の態様として、水分含有量を低下させた状態で前述のように埋立処理されることが
多い。本発明は、この建設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を用い
て達成することができ、建設汚泥のみからカルシウム成分を抽出してもよく、回収水のみ
からカルシウム成分を抽出してもよく、建設汚泥と回収水の両方からカルシウム成分を抽
出してもよい。これらに由来するカルシウム成分を利用して達成することができるため、
その埋立処理コスト（費用や手間）の削減に寄与することができる。また、これらの利用
は、コンクリート補強効果を向上させるものであって、従来の回収水の再利用のようにコ
ンクリート強度が低下するリスクが少ない点でも優れた利用方法である。
【００２７】
　具体的には、建設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を用いる場合
、建設汚泥および／または回収水を当該カルシウム成分として反応促進材溶液に溶解や分
散させて用いる。このとき、回収水（特にその上澄み水）は、その水溶液の状態で、ある
いは適宜希釈して用いることができる。また、スラッジやスラッジケーキのような建設汚
泥であって、水溶液よりも固体、粉体に近い状態の場合、これらを水に分散させ分散液の
状態で用いても良いし、分散させた後しばらく静置して上澄み部分を用いても良い。分散
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液の状態で用いる場合、反応促進材溶液全体の塗工ムラの原因となることがあるため、使
用前に十分に攪拌等してから使用することが好ましい。なお、本発明の反応促進材は、建
設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を含んでいればよく、建設汚泥
や回収水のカルシウム以外の成分も含んだままで使用してよい。カルシウム成分以外も含
んだまま使用できるため、効率よく、建設汚泥や回収水を再利用することができる。
【００２８】
　本発明の反応促進材は、ケイ酸塩系表面含浸材に補助的にカルシウム成分のみを加える
ものではなく、前述のように亜硝酸塩も用いる。この亜硝酸塩も用いた反応促進材とする
ことにより、濃度や純度が不安定になりやすい建設汚泥や回収水由来のカルシウム成分も
十分に利用することができるようになるものである。
【００２９】
　また、本発明は、建設汚泥および／または回収水から抽出したカルシウム成分を、ケイ
酸塩系表面含浸材とコンクリートとの反応を促進する反応促進材であって、カルシウム成
分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材に利用することで、建設汚泥や回収水を再利用する
方法に関するものである。すなわち、建設汚泥や回収水の再利用方法としても達成するこ
とができる。本発明の建設汚泥や回収水を再利用するにあたってのコンクリートの循環に
ついて、図１に示す。従来は、コンクリート構造物の建設に用いられなかった生コンクリ
ートは洗浄され、洗浄液やその脱水ケーキ等に処理され、建設汚泥や回収水となり埋立処
分されていた。また、耐用年数を経過したりして解体された解体コンクリートも直接コン
クリート構造物に利用されるような場合しか、十分に再利用されてこなかった。しかし、
本発明によることで、建設汚泥や回収水を、新設・既設のコンクリート構造物の予防保全
、建設後一定期間経過したコンクリート構造物の性能回復といったコンクリート構造物の
長寿命化に資するものとして利用することができる。一方、埋立処分するしかなかった脱
水ケーキ、スラッジ等の建設汚泥や回収水の埋め立て処分量を減らすことで、埋立コスト
削減や、環境負荷の低減といった優れたコンクリート（およびセメント）サイクルが実現
する。
【００３０】
　また、本発明は、前述の反応促進材を用いてコンクリートを補強する方法であり、すな
わち、ケイ酸塩系表面含浸材を用いるコンクリート補強方法であって、コンクリート表面
に、カルシウム成分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材を塗工する工程（Ａ）と、ケイ酸
塩系表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）とを有するコンクリート補強方法にかかるものであ
る。特に、本発明が適用されるケイ酸塩系表面含浸材を用いたコンクリート補強方法は、
コンクリートの中性化抑制や、塩害抑制のために行われるものである。
【００３１】
　本発明は、コンクリート表面に、カルシウム成分と亜硝酸塩とを含有する反応促進材を
塗工する工程（Ａ）を有する。また、本発明は、ケイ酸塩系表面含浸材を塗工する工程（
Ｂ）を有する。このケイ酸塩系表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）によって、コンクリート
表面にＣ－Ｓ－Ｈゲル層を形成し、コンクリ―ト補強効果が生じるが、本発明の工程（Ａ
）で塗工する反応促進材が、このＣ－Ｓ－Ｈゲルを形成する場に存在することで、Ｃ－Ｓ
－Ｈゲルを形成する反応が促進される。
【００３２】
　工程（Ａ）と工程（Ｂ）はいずれの工程を先に行ってもよいが、工程（Ａ）の後に、前
述したケイ酸塩系表面含浸材を塗工する工程（Ｂ）を行うことが好ましい。工程（Ｂ）で
塗工されるケイ酸塩系表面含浸材の塗工前に、工程（Ａ）で塗工される反応促進材を塗工
することで、ケイ酸塩系表面含浸材は直ちに、コンクリート表面でＣ－Ｓ－Ｈ結合を形成
し、コンクリート表層部にそのゲル層を形成し始める。このＣ－Ｓ－Ｈ結合を形成する反
応は比較的緩やかな速度で形成されるもので、通常、１時間以上かけて行われる。そのた
め、工程（Ａ）の直後（例えば数分後）に工程（Ｂ）を行っても、コンクリート表面にＣ
－Ｓ－Ｈゲル層を得ることができる。しかし、コンクリート表面から内層側にある程度、
反応促進材（主として溶液として用いられる）が浸透してから、ケイ酸塩系表面含浸材を
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塗工した方が、より内部にまで効率よくＣ－Ｓ－Ｈゲル層が形成されるため、工程（Ａ）
から１時間以上後に、工程（Ｂ）を行うことが好ましい。工程（Ａ）後、工程（Ｂ）を開
始するまでの時間は、１２時間以上であることが好ましく、２４時間以上であることがよ
り好ましく、特に好ましくは４８時間以上である。また、反応促進材溶液がコンクリート
表面から内層部に十分浸透している間であれば、工程（Ｂ）はいつ行っても良いが、一般
的に多くのコンクリート建造物は屋外に置かれているため、風雨等により反応促進材は流
出しその浸透量が低下することがあるため、工程（Ｂ）は工程（Ａ）後７２時間以内に行
うことが好ましい。
【００３３】
　工程（Ａ）で塗工する反応促進材と、工程（Ｂ）で塗工するケイ酸塩系表面含浸材との
塗工量は、それぞれの濃度や形態により変更され、コンクリート表面に所望のＣ－Ｓ－Ｈ
ゲル層を得ることができれば問わないが、反応促進材もケイ酸塩系表面含浸材も水溶液と
して用いられることが一般的であり、その溶液の重量比として、工程（Ａ）に用いた反応
促進材：工程（Ｂ）に用いたケイ酸塩系表面含浸材が、２０：１～１：２０であることが
好ましく、より好ましくは１０：１～１：１０であることが好ましく、さらに好ましくは
５：１～１：５であることが好ましい。塗工する溶液の重量比に併せてそれぞれの反応促
進材、ケイ酸塩系表面含浸材の選択、調製を行うことで、本発明のコンクリート補強方法
を実施する現場での塗工工程の把握が容易になり、安定した塗工効果を得ることができる
。
【００３４】
　本発明の反応促進材の塗工方法およびケイ酸塩系表面含浸材の塗工方法はどのようなも
のでもよく、例えば、噴霧、ローラー塗り、刷毛塗り等の方法で工程（Ａ）、工程（Ｂ）
を行うことができる。
【００３５】
　本発明のコンクリート補強方法により補強されたコンクリートは、そのコンクリート表
面付近等に、ケイ酸塩系表面含浸材によるＣ－Ｓ－Ｈゲル層があるかを評価することや、
そのコンクリートの中性化深さの測定、空隙量の測定、防水性試験、ひび割れ透水性試験
、電子顕微鏡観察等の評価を行うことで補強の有無およびその効果を評価することができ
る。
【００３６】
　以上のように、本発明のコンクリート補強方法によって、コンクリート構造物の予防保
全や、特に中性化が進行したコンクリートの補強（性能回復）効果を得ることができる。
また、本発明のコンクリート補強方法には、脱水ケーキ、生コンスラッジ等の建設汚泥や
回収水を利用することができるものであるから、産業廃棄物量の削減にも資することがで
きるものである。
【実施例】
【００３７】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を変更しない
限り以下の実施例に限定されるものではない。
【００３８】
［評価項目］　
不揮発性物質量
　容器に１０ｃｃ（誤差０．１ｇ以内）のケイ酸塩系表面含浸材と、１０ｃｃの反応促進
材溶液を投入し、温度１０５℃（誤差５℃以内）の恒温槽に試料の入った容器を入れ、２
４時間（約１日）ごとに取り出し、デシケーター内で常温にした後、０．０１ｇ単位で質
量を測定する。質量変化が１ｇ／日以内になった時点で終了し、不揮発性物質量を求める
。
【００３９】
（２）中性化抑制比試験
　ケイ酸塩系表面含浸剤等の塗工により、コンクリートの中性化がどの程度抑制されてい
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るかの評価は、以下の試験方法で評価する。
　ケイ酸塩系表面含浸材等を塗工しなかったコンクリートの表面からの中性化深さ：Ｄ１
　塗工処理を行ったコンクリートの表面からの中性化深さ：Ｄ２
　中性化抑制比（％）＝（Ｄ２／Ｄ１）×１００
　なお、コンクリート表面からの中性化深さは、コンクリート中の砕石の密度のバラつき
等によってばらつきが生じることがあるため、５点以上の平均値として求めた深さである
。
【００４０】
（３）中性化深さの測定方法
　中性化深さの測定は、ＣＯ2濃度５％、湿度６０％の環境において中性化を促進させて
、所定の材齢にてフェノールフタレイン溶液をコンクリート断面に噴霧する。呈色してい
ない箇所をノギスで測定し、これを中性化深さとする。
【００４１】
［サンプルの作成］
（１）反応促進材の調製
・カルシウム溶液（カルシウム成分）
　建設汚泥であるスラッジ３０重量部（回収水のスラッジ水を、乾燥させたもの）を水１
００重量部に溶解させ、スラッジ分散液（１３０重量部）を調整した。このスラッジ分散
液を、ろ紙（ＪＩＳ　Ｐ３８０１　５種Ｂ）を用いて濾過し、その濾液を、建設汚泥から
抽出したカルシウム成分を含むカルシウム溶液として用いた。
・亜硝酸塩Ａ溶液（亜硝酸塩Ａ成分）
　亜硝酸カルシウム（日産化学工業製）を水に溶解させ、亜硝酸カルシウム濃度が０．２
ｍｏｌ／Ｌである亜硝酸Ａ溶液を調整した。
・亜硝酸塩Ｂ溶液（亜硝酸塩Ｂ成分）
　亜硝酸リチウム（日産化学工業製）を水に溶解させ、亜硝酸リチウム濃度が０．２ｍｏ
ｌ／Ｌである亜硝酸塩Ｂ溶液を調整した。
・ｐＨ調整剤
　固体の水酸化ナトリウム（Ｗａｋｏ製）をｐＨ調整剤として用いた。
【００４２】
　前記カルシウム溶液、亜硝酸塩Ａ溶液、亜硝酸塩Ｂ溶液、ｐＨ調整剤を表１に示す割合
で混合し、溶液状の反応促進材（以下、「反応促進材溶液」と略記。）を調整した。
【００４３】
【表１】

【００４４】
（２）ケイ酸塩系表面含浸材
・ケイ酸塩系表面含浸材（１）
　ケイ酸塩系表面含浸材（１）として、ラドコン（登録商標）７（ラドジャパン社製）を
用いた。
【００４５】
（３）コンクリート供試体サンプル
　コンクリート供試体（Ｉ）は以下の原料・工程にて製造したものを用いた。
【００４６】
１）原料
　・セメント：普通ポルトランドセメント（大阪住友セメント社製）
　・骨材：海砂、砕石
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　・化学混和物：ＡＥ減水剤（ＢＡＳＦ社製“ＪＩＳ　Ａ６２０４　ＡＥ減水剤標準型（
Ｉ種）”）、ＡＥ剤（ＢＡＳＦ社製“マイクロエア３０３Ａ”）
【００４７】
２）工程
　セメント２．３７ｋｇと水１．６７ｋｇと海砂８．８９ｋｇと砕石９．９７ｋｇを、コ
ンクリートミキサーで混合し幅１０ｃｍ×高さ１０ｃｍ×長さ４０ｃｍの型枠に流し込み
、２８日間水中養生することで、コンクリート供試体（Ｉ）を得た。当該コンクリート供
試体（Ｉ）の組成を表２に示す。表中、Ｗは水、Ｃはセメント、Ｓは海砂、Ｇは砕石をそ
れぞれ表す。Ｗ／Ｃは、水とセメントの重量比率（水の重量／セメントの重量）である。
ｓ／ａは、海砂（ｓ）が海砂と砕石の総重量（a）に占める重量比率（「海砂：ｓ」／「
海砂＋砕石：ａ」）である。
【表２】

【００４８】
３）中性化コンクリート供試体
　コンクリート供試体（Ｉ）を、２８日間ＣＯ2濃度５％、湿度６０％の環境下で中性化
させることで中性化コンクリート供試体（Ｉ´）を得た。
【００４９】
「実施例１」
　以下の工程で、コンクリート供試体を補強した。
【００５０】
（工程１）　中性化コンクリート供試体（Ｉ´）の上面に、反応促進材溶液（１）を、コ
ンクリート供試体の上面表面積４００（ｃｍ2）に対して、１０（ｍＬ）刷毛を用いて、
上面全体に均一に塗工した。
【００５１】
（工程２）　前記工程１後、２４時間経過後に、前記ケイ酸塩系表面含浸材（１）を、反
応促進材溶液（１）を塗工した面であるコンクリート供試体の上面（表面積４００（ｃｍ
2）に、１０ｍＬ刷毛を用いて全体に均一に塗工して、１時間後に１０ｍＬの水の散水を
行った。その後１週間湿布養生することで、補強されたコンクリート供試体（Ａ）を得た
。
【００５２】
　前記、コンクリート供試体（Ａ）を、ＣＯ2濃度５％、湿度６０％の環境下で中性化を
促進し、促進期間４５日、６７日、９０日での中性化深さの測定を行った。
【００５３】
「実施例２」
　前記、実施例１において、反応促進材溶液（１）に代え、反応促進材溶液（２）を用い
た以外は、同様の工程で、補強されたコンクリート供試体（Ｂ）を得て、その中性化深さ
の試験を行った。
【００５４】
「実施例３」
　前記、実施例１において、反応促進材溶液（１）に代え、反応促進材溶液（３）を用い
た以外は、同様の工程で、補強されたコンクリート供試体（Ｃ）を得て、その中性化深さ
の評価試験を行った。
【００５５】
「比較例１」
　中性化コンクリート供試体（Ｉ）に、実施例１の補強工程に用いた反応促進材溶液およ
びケイ酸塩系表面含浸材の塗工を行わず、１０ｍＬの水の散水処理のみ行い、１週間の湿
布養生を行って、コンクリート供試体（Ｄ）を得た。これを、中性化促進し、その中性化
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深さの評価試験を行った。このコンクリート供試体（Ｄ）の中性化深さが、実施例１～３
の中性化抑制比を求めるときの、「ケイ酸塩系表面含浸材等を塗工しなかったコンクリー
トの表面からの中性化深さ：Ｄ１」にあたるブランク値である。
【００５６】
　実施例１～３および比較例１のコンクリート供試体の４５、６７、９０日後の中性化抑
制比を表３に示す。また、実施例１および比較例１の９０日後の中性化の程度を試験した
コンクリート供試体の写真を図２に示す。図２の右側が実施例１の試験を行った面側であ
り、左側が比較例１の試験を行った面側である。また、実施例２および比較例１の９０日
後の中性化の程度を試験したコンクリート供試体の写真を図３に示す。図３の右側が実施
例２の試験を行った面側であり、左側が比較例１の試験を行った面側である。図２と図３
のコンクリート供試体は、中性化していない部分は、前記評価項目（３）で噴霧したフェ
ノールフタレイン溶液が反応して着色するため図中では濃い色で示されるが、中性化した
部分は着色がなくなるため図中では薄い灰色で示される。
　図２、３の右側に示す実施例１、２にかかるコンクリート供試体の面の方が、図２、３
の左側に示す比較例１に係るコンクリート供試体の面よりも中性化している深さ（図は断
面図のため部分）が少ないことがわかる。
【００５７】
【表３】

【００５８】
　中性化抑制比は、中性化が進行している深さの程度を示す値のため、この値が小さいほ
ど、中性化を抑制できていることを示す。本発明の反応促進剤溶液を用いた実施例１～３
にかかるコンクリート供試体はいずれも、本発明の反応促進材溶液を用いなかった比較例
１にかかるコンクリート供試体よりも中性化を抑制できていた。特に、実施例１よりもｐ
Ｈが高い反応促進材溶液を用いた実施例２、３にかかるコンクリート供試体はより中性化
抑制効果が高かった。
【産業上の利用可能性】
【００５９】
　本発明によれば、コンクリート構造物の耐久性を向上させ、その予防保全および性能回
復に資することができる。また、本発明に用いる反応促進材溶液には、産業廃棄物として
埋立処理されてきた脱水ケーキやスラッジ等の建設汚泥や回収水を有効に活用することが
でき、産業廃棄物の再利用方法としても有用なものである。
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